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408
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概　　況
　2022年のティモール・レステでは，フランシスコ・グテレス・‘ルオロ’から
ラモス・ホルタへの大統領交代がおおむね平和裡に行われた。ただし第 1 回目の
投票ではどの立候補者も過半数を得られず，2023年の議会選挙でも政党間で支持
が割れることが予想されたため，各政党の活動が早くも活発化した。
　国家収入の90％を占めるガス田・油田からの税金・ロイヤルティが2023年より
激減するため，国家財政をどう管理するかが大きな懸念材料となっている。政府
は財政支出の削減と収入源を確保するための新税導入を提案した。また，将来の
国庫を支えうるグレーター・サンライズ開発に関し，行き詰まっていた協議の再
開を目指し，ラモス・ホルタ大統領はオーストラリア政府の巻き込みを図った。
　このようななか，ASEAN への新規加盟が内定したことは，地域外交における
大きな進展である。

国 内 政 治

大統領選挙と2023年の議会選挙への動き
　2022年は大統領選挙が実施された。接戦となった大統領選の結果をうけ，2023
年に予定される議会選挙に向けた各政党の動きが活発化した。
　 ₃ 月19日に実施された大統領選挙には16人が立候補した。なかでも議会内最大
会派のティモール・レステ独立革命戦線（FRETILIN）の党首で現職のルオロ大統
領と，第 2 党でシャナナ・グスマンが率いるティモール再建国民会議（CNRT）が
支持するラモス・ホルタ元大統領との攻防が焦点となった。そのほか，国防軍

（F-FDTL）の参謀長を辞任して立候補したティト・ダ・コスタ・クリスターボ
‘レレ・アナン・ティムール’，連立与党ティモール国民統一党（KHUNTO）代表

2022年のティモール・レステ

https://doi.org/10.24765/asiadoukou.2023.0_407
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のアルナンダ・ベルタ・ドス・サントス，民主党（PD）党首のマリアーノ・アサ
ナーニ・サビーノらが立候補した。
　各候補者は積極的に遊説を行った。有権者が直に候補者に関する情報を得やす
いのは各地の遊説やラジオであるものの，遊説内容を紹介するソーシャルメディ
アの活用を含め，各県でキャンペーンを展開できたのは政党の人的・財的支援を
得られたルオロ大統領，ラモス・ホルタを含む数人の候補者に限られた。一方選
挙運動では，参加を禁止されている，ギャング団を含むマーシャル・アーツ・グ
ループ（MAG）の姿が主要候補者を含む複数の遊説で確認された。また，選挙期
間中は支持者同士の衝突によるけが人や死者の発生もあったが，こうした少数事
例を除いては，全体としては平和裡に進んだ。
　選挙では86万人の有権者のうち，66万4106人が投票したが，投票率は史上最低
の77％となった。今回の選挙では初めて約7000人の在外有権者登録があり，前回
の2017年大統領選挙より500カ所ほど投票所が増えたにもかかわらず，投票率は
伸びなかった。その理由のひとつには，在外登録や登録住所とは別の居住地区で
の投票を可能としたが，投票所に他地域からの有権者リストが届かなかったため
に，実際には当日投票ができない有権者が多くいたことが挙げられる。
　結果はラモス・ホルタが得票率46.56％で首位に立ったものの，得票率が過半
数を超えなかったため，22％を獲得したルオロと 1 カ月後に決選投票を行うこと
になった。レレ・ティムール，ベルタ，サビアーノの各候補者は 7 ～ ₈ ％台の得
票率だった。これらの ₅ 人は独立闘争時に前線で戦いぬいたいわゆる「75年世
代」や，当時学生の地下組織を率いた指導者層たちである。他方で，それ以外の
候補者の得票率は 2 ％以下にとどまった。若い世代（jerasaun foun）は政治エリー
トのなかでは少数派で，十分に有権者の支持を得られなかったことがみてとれる。
　 ₄ 月19日の決選投票では，ラモス・ホルタが得票率62％を獲得し大統領に選出
された。図 1 は県別にみた決選投票における得票率である。バウカウ，ヴィケケ
県でルオロが過半数を得ており，依然東部における FRETILIN への支持が厚いこ
とがわかる。しかし 1 回目の投票では，同じ「75年世代」であるレレ・ティムー
ルが躍進したことで支持層が分断され，これら 2 県でもルオロは過半数を得られ
なかった。一方，ラモス・ホルタが 1 回目の投票で過半数を得たのは CNRT の
支持基盤であるディリ，エルメラ，マナトゥト，リキサ県といった中部や，ラウ
テンとオエクシ・アンベノ特別地区（RAEOA）である。また，ラモス・ホルタは
西部のボボナロ，コヴァリマ，アイナロ県においてベルタと得票を分けた。



410

国家財政管理の懸念が加速

　票が割れた今回の大統領選の結果は，翌年の議会選挙でどの政党も過半数議席
を獲得できない可能性を示唆している。そもそも2007年以来どの政党も過半数議
席を得られず，CNRT あるいは FRETILIN の第 1 党を中心に連立政権が組まれて
きており，次回もその可能性が高い。この状況を見据え，大統領選挙終了直後か
ら，議会選挙に向けて第 1 党の座を狙う主要政党による積極的な有権者との交流
とともに，連立参画を狙う政党による支持基盤強化の動きも始まった。

退役兵士基金案を巡るリーダー間の攻防
　国民生活の改善に向けた社会保障プログラムの拡充という政府方針をめぐり，
政治リーダー間で確執が生まれた。国会は ₅ 月11日に社会保障プログラムの大幅
拡充を盛り込んだ補正予算案を承認し，次期大統領が就任する 2 日前の ₅ 月18日，
ルオロ大統領が補正予算を執行した（「経済」を参照）。この補正予算のうち90％
を10億ドル規模の退役兵士基金の設立が占めていたことが物議を醸した。退役兵
士基金とは，独立運動に貢献したものの，従来の退役兵士に対する年金の対象か
らは外された16万人に対し，保健・教育プログラムやビジネス活動に対する融資
を提供する仕組みである。これまでの退役兵士に対する補償には，年金支給，寡
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（出所）　選挙管理委員会による2022年選挙結果の公表を踏まえ筆者作成。

図 1　大統領選挙決選投票の結果（各県・在外登録地における立候補者の得票率）
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婦やその子供に対する奨学金があり，潤沢に支出が行われてきた経緯がある。そ
れでもなお退役軍人への補償を手厚くする理由のひとつは，その数と影響力から
彼らの不満を緩和することが，社会の安定維持には必要だからと考えられる。
　これに対して，ラモス・ホルタ大統領は12月，議会選挙前に事を荒立てたくな
いとしながらも，この退役兵士基金の設立が，特に法の下の平等，資源の公平・
平等な使用といった憲法条項に反していないか，控訴裁判所に助言を求めた。彼
はさらに，退役兵士の功績を称えることは重要としながらも，投資活動を含めた
基金の安定的な運用を勘案し，世代間の相互利益も確保されるべきと強調した。
　12月13日，控訴裁判所は多様な人びとの声を反映した政策を実施することの重
要性に鑑みて，退役兵士基金の設立は憲法に違反するとの声明を発表した。これ
をうけて12月20日，議会は，すでに公布された2023年度一般予算から退役兵士基
金を除外する措置を講じた。

経 済

　2022年の石油部門を除く実質国内総生産（GDP）は，2021年の新型コロナウイル
ス感染症の蔓延，台風セロジャによる洪水被害からの回復を受け，2021年の2.9％
に引き続き3.9％のプラス成長（予測値）と見込まれる。農業，製造業，鉱業，観
光業をはじめとする経済活性化策への国家財政支出も成長を後押しした。例えば，
電力インフラの全国的な整備や各世帯・民間セクターに電力メーターを普及させ
る事業が加速し，電力使用状況の把握が進んだことから，電力消費が前年度から
約30％増加した。一方で，1.9％という高い人口成長率の影響も受け， 1 人当た
り GDP は ₃ 年連続で下落し，2022年度は1136ドルにとどまった。
　人びとの生活を直撃したのは， 2 月のロシアによるウクライナ侵攻やパキスタ
ンにおける洪水被害の影響を受けた燃料・肥料・コメをはじめとする食糧等の国
際的な価格高騰である。インフレ率が7.9％を記録した ₈ 月には，地方部での食
糧価格は8.2％，運輸価格は17.3％上昇した。ティモール・レステは食糧を輸入に
依存しているため，一般家庭の経済事情は大きく悪化した。その対応策として，
政府は ₅ 月に補正予算を提示し，各公共機関への燃料補助金や，8000万ドル規模
の社会的弱者への食糧バスケットプログラム（Cesta Basica），さらに月収500ドル
以下の世帯に対する給付金として7000万ドルのクリスマス・ボーナスを計上した。
こうした政府による補助金の規模は，それぞれ GDP の ₃ ～ ₄ ％に相当する。バ
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スケットプログラムは国内生産品を政府が買い取って国民に供与するため，イン
フレを助長すると懸念の声も根強いが，新型コロナウイルス感染症が蔓延して以
降，人びとに対する社会保障を提供するという姿勢が政府内では強まっている。
　こうした社会保障プログラムの拡充によって財政支出が膨張する一方，主要な
財政収入源である油田・ガス田開発の行方が見通せないことから，安定的な収入
源を確保するとともに支出内容を見直し，国家財政の健全な運営を目指すことが
喫緊の課題となっている。補正予算での追加を含めると，2022年度予算の歳出規
模は31億ドルと，前年比の50％増となった。この歳出規模を賄うには，石油基金
から国家予算への補填が必要となる。石油基金からの引き出し上限額は，積立金
と将来的な石油収入の現在価値を合計した資産の ₃ ％とすることが石油基金法で
定められているものの，この上限額以上の移転という特別措置に頼るほかないの
が従来の対応であった。この状況を打破すべく， 2 月に施行された法律第 2 号

「一般国家予算と公共財政管理の枠組み」は，国会への予算案提出前に，優先す
べきプログラムを選定する議論を進めるため，2023年度予算より主要計画オプ
ション（MPO）法を国会に提出することを求めた。2022年度の MPO 法は ₆ 月に施
行された。しかしながら，同法では経済・社会・福祉をはじめとする16にわたる
戦略分野，275ものプログラムが並列されるにとどまり，結果として予算案にお
ける優先付けには結びつかなかった。
　2022年度 MPO 法は，従来の財政支出を続ければ2034年には石油基金が涸渇す
ると警鐘を鳴らす。国家財政を支える石油基金の積立合計額は，2022年末で174
億ドルと，前年度末の196億ドルより下落した。その要因は基金の運用における
投資収益の減損と資産の再評価による減少にある。図 2 にあるように，2022年度
の運用益が2018年以来初めて20億ドルの損失となったことは，基金の維持が国際
市場に大きく左右されることを示している。また，石油基金からの国庫移転が
2018年の ₉ 億ドルから13億ドルへと一段と増加し，移転額はその年の税収・ロイ
ヤルティを上回る傾向がみてとれる。税収・ロイヤルティによる収入増が短期的
に見込めないなか，深刻な「財政の崖」を克服するため，抜本的な支出削減と，
付加価値税や固定資産税の導入を含む税制改革により収入を確保することが急務
だとして，政府は検討を始めている。
　国家財政の収入源を多様化させ，中長期的な経済発展を実現する手段として，
石油・液化天然ガス（LNG）開発事業には依然として大きな期待が寄せられてい
る。2022年には，沿岸部・ティモール海領域内における開発について， ₆ 地区の
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入札手続きが進んだ。
一方，石油基金の主な
収入を支えてきたバ
ユ・ウンダン油田・ガ
ス田は，2023年初頭に
生産終了が見込まれて
いる。
　このようななか，バ
ユ・ウンダン油田・ガ
ス田跡地で二酸化炭素
の回収・貯留技術を活
用しようという議論が
浮上している。これは，
排出された二酸化炭素
を凝縮し，地中深くに
貯留・圧入するという構想で，オーストラリアの資源開発大手であるサントス社
が事業参入に名乗りをあげた。2018年に締結した海洋境界画定に関する条約以降，
バユ・ウンダン油田・ガス田はティモール・レステの領域内に属するとされたた
め，2021年 ₉ 月にはサントス社と国家石油当局（ANPM）の間で開発に関する議論
を始める旨の覚書が交わされた。同社は，2025年頃の生産開始を見込むバロッ
サ・ガス田から生じる二酸化炭素の輸送先をバユ・ウンダン油田・ガス田の跡地
とすることを提案している。2022年 ₆ 月には，東京ガスなど日本のエネルギー企
業 ₃ 社もこの事業に関心を寄せていることが判明した。この二酸化炭素回収・貯
留事業からは50億から70億ドル規模のロイヤルティ収入が期待できる一方，技術
上実現可能かどうかははっきりとしておらず，環境面や安全性の観点から慎重論
も出ている。

対 外 関 係

国際援助
　ティモール・レステは，国境を接するインドネシア，オーストラリアのほか，
中国，ポルトガル諸国共同体の各国，アメリカ，ニュージーランド，ASEAN 諸
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図 2　石油基金と国家財政（2018～2022年）
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国，EU との協力関係を深めている。援助については，新型コロナウイルス感染
症への対応，台風セロジャによる洪水被害に対する支援があったが，21億ドル規
模に達した2020年以降下落傾向にあり，2022年は16億7000万ドル（予測値）となっ
た。トップドナーは順にオーストラリア，国連，ポルトガル，日本，アメリカで
あり，主な支援分野は教育，農業，保健，地域開発である。2022年には，デング
熱発症件数の急激な増加や豪雨による浸水被害に対する協力が迅速に行われたほ
か，食糧不足，栄養失調の問題が重要視され，社会的弱者に対する支援が手厚く
行われた。

オーストラリア関係
　オーストラリアとは，グレーター・サンライズの開発における協議の再開に向
け前進した。国営ティモール・ギャップ社，オーストラリアのウッドサイド社，
大阪ガスから構成される合弁会社による協議が進むことが期待されていた。しか
し，オーストラリアのダーウィンへのパイプライン敷設を主張するウッドサイド
社とパイプラインを自国に引き寄せたいティモール・レステの主張が対立し，協
議が事実上頓挫していた。この状況を打開するため， ₈ 月，ラモス・ホルタ大統
領は，ウッドサイド社が協議に前向きにならないのであれば，中国とのプロジェ
クト開発を検討すると発言し圧力をかけた。これをうけ，オーストラリアのアル
バニージー政権は，前労働党党首で2007年から ₈ 年間シャナナ・グスマンのガバ
ナンス・アドバイザーであったスティーブ・ブラックスを特別交渉代表に任命し
た。12月，ウッドサイド社は新技術導入を踏まえ，敷設先に関して議論の余地が
あると表明したが，ラモス・ホルタ大統領は，敷設先に関する豪政府の立場は明
確でなく，ティモール・レステへのより一層の理解・支援が必要だと述べた。
　両者の溝が埋まらないなか，ティモール・レステの立場を後押ししうるのがブ
ラックスの存在である。オーストラリアでは，2006年にティモール・レステと締
結した特定海洋アレンジメント協定の交渉過程で，スパイ行為を内部告発した元
情報機関職員とその弁護士バーナード・コレリーに対する裁判が行われていた。
2022年 7 月，コレリーに対する訴追を終了する決定が検事総長より下され，起訴
は取り下げられた。グレーター・サンライズ開発の特別交渉代表となったブラッ
クスは，そのコレリーが出版した本の序文に，スパイ行為はティモール・レステ
の人びとに対する裏切りであると寄稿した。ティモール・レステではラモス・ホ
ルタや議会がコレリーらとの連帯を維持すると声明を繰り返し発表している。コ
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レリーの行動を称賛したブラックスがどのように交渉を進めるかが注目される。

ASEAN関係
　ラモス・ホルタ大統領の就任以降，同大統領がかねてから切望していた
ASEAN 加盟に向けた外交活動が加速した。政府は2011年に正式に加盟申請をし
ているが，2022年には議長国カンボジアや次期議長国となるインドネシアと議論
を重ね， 7 月に ASEAN 事実調査チームが派遣された。11月には，プノンペンで
開催された ASEAN サミットでティモール・レステを11カ国目の加盟国として原
則認めることが宣言され，政府の地域外交が大きく前進した。12月には，今後の
加盟手続きに向け，シンガポールから技術的支援を受けることが約束された。

2023年の課題
　 ₅ 月21日に予定されている議会選挙では，24の政党からの立候補が見込まれる。
有権者の間で政党支持が割れていくほど，連立政権樹立を見据えて政党間の交渉
も始まるとみられる。どの党と連立を組むかは選挙前に表明する必要があり，そ
うしたルールにもとづく公正な選挙実施が期待される。
　経済では健全な国家財政運営の実現が喫緊の課題である。ティモール海沖の開
発は今後の財政状況の明暗を分ける主な要素であるが，目下の対策として，石油
基金の持続的な運営と適切な社会保障プログラムの実施，税制整備などとともに，
抜本的な財政支出の削減，収入源の確保が求められる。
　対外関係では ASEAN への正式加盟に向けた動きが進むだろう。ティモール・
レステは2023年の正式加盟実現を望むが，明確な日程は設定されていない。国境
を共有する ASEAN 議長国インドネシアは，政治・治安・経済面でのティモー
ル・レステの安定を望み ASEAN に取り込みたい狙いがあると思われるが，制度
の不備や財政管理を不安視する加盟国もいることから，加盟手続きについて一歩
ずつ進める，と慎重な姿勢を示している。ティモール・レステは首脳レベルを含
むすべての会合にオブザーバー参加の資格をもっており，今後はそうした機会を
十分に活用することで ASEAN 諸国との一層の緊密な関係を構築し，加盟国候補
としての地位を維持・向上させていくことが不可欠となる。
 （一橋大学講師）
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1 月 3 日 ▼ルオロ大統領，19.5億ドルの国家
予算を公布。
10日 ▼伝統的な織物であるタイス，ユネス

コ文化遺産に登録される。

▼国会議員，デング熱対策を教育省に要請。
15日 ▼ルオロ大統領， ₃ 月19日を大統領選

挙日に指定。
30日 ▼保健省，オミクロン変異株の最初の

患者の確認を発表。
2 月 3 日 ▼ テ ィ モ ー ル・ レ ス テ 国 防 軍

（F-FDTL）の新司令官にファルル・ラテ・ラ
エクが就任。
8 日 ▼ 世界保健機関（WHO），デング熱対

策の支援を発表。
9 日 ▼ブラジル，ティモール・レステの農

業部門に100万ドルを提供。
16日 ▼オーストラリアとティモール人労働

者の雇用に関する協定に調印。
24日 ▼農業水産業省，農民グループと森林

保護に関する協定に署名。
25日 ▼欧州連合（EU）が選挙監視団を派遣。
28日 ▼ 16人の大統領選挙立候補者が平和協

定に正式に調印。
3 月 4 日 ▼マヌエル・カルセレス法務大臣が
正式に退任。
11日 ▼ 閣僚評議会，国家緊急事態番号

「112」を発表。

▼閣僚評議会，大阪万博への参加計画に同
意。
19日 ▼大統領選挙の実施。
22日 ▼新閣僚 ₄ 人が就任。
28日 ▼日本政府と教育青少年スポーツ省，

学校建設支援を締結。
4 月 1 日 ▼公共交通機関の運賃が値上げ。
7 日 ▼保健省，4003人のデング熱感染者を

登録。

13日 ▼ 外務協力大臣，ASEAN 加盟につい
てインドネシアと協議。
14日 ▼閣僚評議会，公共交通機関，農業・

漁業活動への燃料補助金政令を承認。
19日 ▼大統領選挙の決選投票実施。
20日 ▼ルオロ大統領，燃料補助金政令法を

公布。
22日 ▼国家選挙委員会（CNE），ラモス・ホ

ルタ元大統領の当選を正式発表。

▼ラモス・ホルタ次期大統領，ASEAN 全
加盟国の大使と会談。
26日 ▼中国，大統領夫人のオフィスに 2 万

ドルを寄付。
27日 ▼インドネシアからの食用油の輸入が

停止。
5 月 6 日 ▼アメリカ，新型コロナウイルス感
染症（COVID-19）対策に新たに50万ドルの寄
付を発表。

▼政府，各家庭へ補助金を提供する政令法
を承認。

▼国会，11億ドルの追加国家予算を承認。
13日 ▼インドネシア大使とシャナナ・グス

マン，国境問題について会談。
16日 ▼ 政 府， 包 括 的 核 実 験 禁 止 条 約

（CTBT）の批准案を承認。
19日 ▼モザンビーク代表，ルオロ大統領と

会談。
20日 ▼大統領就任式と独立記念式典開催。
6 月 1 日 ▼アルカテル・サブマリン・ネット
ワークス，政府と海底ファイバー建設に関す
る契約を締結。
4 日 ▼ラモス・ホルタ大統領と中国外務大

臣が二国間関係で会談。
8 日 ▼ルアク首相，オーストラリア新首相

と会談。
14日 ▼大統領，2023年の主要計画オプショ

重要日誌 ティモール・レステ　2022年
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ン法を制定。
17日 ▼ COVID-19に対する監視措置を11月

19日まで延長。
29日 ▼政府，ニュージーランドと二国間協

力について協議。

▼豪雨により，コヴァリマ，ヴィケケ，ラ
ウテン県南部の265戸以上が浸水。
7 月 6 日 ▼ ASEAN 事実調査チーム，ティ
モール・レステを訪問。
12日 ▼政府，公共交通事業者への燃料補助

金の支払いを開始。
14日 ▼対外債務が5000万ドルに到達。

▼ 世界食糧計画（WFP），2000トンのコメ
を豪雨により被災した市民に提供。
18日 ▼政府，2023年度国家予算につき，上

限31億ドルを承認。
22日 ▼ 大 統 領 と ASEAN 事 務 総 長，

ASEAN 加盟について議論。
25日 ▼ 財務省，韓国国際協力団（KOICA）

と若手人材育成のための協定を締結。
8 月12日 ▼政府，アメリカと外交財産に関す
る協定に署名。
16日 ▼ 日本政府，インフラ復旧に700万ド

ル以上を提供。
26日 ▼ディリとマナトゥトを結ぶ道路が正

式に開通。
9 月 8 日 ▼オーストラリアと軍事協力協定に
調印。
9 日 ▼オーストラリア，結核研究に80万ド

ルを提供。

▼世界銀行，栄養失調対策に1500万ドル提
供。
17日 ▼ WHO，保健省に60万回分の風疹，

はしか等ワクチンを提供。
22日 ▼ローマ法王庁大使館が設置。
10月 4 日 ▼政府，2023年国家予算案を国会に
提出。

7 日 ▼政府，ディリの水供給のため外国銀
行から 2 億4800万ドル借り入れ。
13日 ▼アメリカ，オーストラリア，ニュー

ジーランドと地位協定（SOFA）を締結。
17日 ▼政府，インドネシアの東ヌサ・トゥ

ンガラ州（NTT）の知事と自由貿易圏について
政府と協議。
20日 ▼大統領，カンボジア国王，首相らと

二国間協力について会談。
11月 5 日 ▼ 政府，WFP と学校給食プログラ
ム協定に調印。
7 日 ▼大統領，ポルトガルと労働搾取，雇

用，協力について議論。
11日 ▼ ASEAN，ティモール・レステを11

番目の加盟国として原則的に認める旨表明。
15日 ▼大統領，ブラジル大使と医薬品製造

への投資について会談。

▼政府，オーストラリアとオエクシ地区で
警察署を開設。
18日 ▼国会，2023年国家予算法案を承認。
23日 ▼国連開発計画（UNDP）とバウカウ地

方当局が道路建設に関する協定に調印。
12月 1 日 ▼ウッドサイド社，グレーター・サ
ンライズ開発のパイプライン敷設先の再検討
を示唆。
3 日 ▼ 日本政府，選挙管理技術事務局

（STAE）と CNE に400万ドルを提供。
12日 ▼オーストラリアと，ディリ国際空港

改修のための融資契約に調印。
13日 ▼控訴裁判所，退役兵士基金に関する

声明発表。
21日 ▼大統領，2023年度一般国家予算を施

行。
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参考資料 ティモール・レステ　2022年

　 1 　国家機構図（2022年12月末現在）

　 2 　第 8次憲政内閣　閣僚名簿
（2018年 ₆ 月22日発足，2020年 ₆ 月24日改造，
2022年 ₃ 月22日再改造，カッコ内は所属政党）

　大統領
 José Ramos-Horta

　内閣
首相  Taur Matan Ruak（PLP）
副首相 Armanda Berta dos Santos（KHUNTO）
副首相 José Maria dos Reis（FRETILIN）
大臣委員会統括国務大臣
 Fidelis Manuel Leite Magalhães（PLP）
経済問題調整大臣
 Joaquim Amaral（FRETILLN）

国会担当および社会コミュニケーション大臣
 Francisco Martins da Costa Pereira Jerónimo（FRETILIN）
財務大臣 Rui Augusto Gomes

　財務副大臣 António Freitas

外務協力大臣
 Adaljiza Albertina Xavier Reis Magno（FRETILIN）
　外務協力副大臣 Julião da Silva（KHUNTO）
法務大臣 Tiago Amaral Sarmento 

　法務副大臣
 José Edmundo Caetano（KHUNTO）
国家行政大臣
 Miguel Pereira de Carvalho（FRETILIN）
　国家行政副大臣
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 Lino de Jesus Torrezão（FRETILIN）
保健大臣 Odete Maria Freitas Belo（FRETILIN）
　保健副大臣
 Bonifácio Mau Coli dos Reis（PLP）
教育青年スポーツ大臣
 Armindo Maia（FRETILIN）
　教育青年スポーツ副大臣
 António Guterres（KHUNTO）
高等教育科学文化大臣
 Longuinhos dos Santos（PLP）
社会連帯インクルージョン大臣
 Armanda Berta dos Santos（KHUNTO）
　社会連帯インクルージョン副大臣
 Signi Chandrawati Verdial（PLP）
民族解放闘士担当大臣
 Júlio Sarmento da Costa ‘Meta Mali’ （PD）
開発計画・領土大臣
 José Maria dos Reis（FRETILIN）
公共事業大臣 Abel Pires da Silva（PLP）
　公共事業副大臣
 Nicolau Lino Freitas Belo（KHUNTO）
運輸通信大臣
 José Agostinho da Silva（KHUNTO）
観光通商産業大臣
 José Lucas do Carmo da Silva（FRETILIN）
　コミュニティ文化観光副大臣
 Inacia da Conceição Teixeira（FRETILIN）
　通商産業副大臣
 Domingos Lopes Antunes（FRETILIN）
農業水産業大臣 Pedro dos Reis（KHUNTO）
　農業水産業副大臣
 Abílio Xavier de Araújo（FRETILIN）
防衛大臣 Filomeno da Paixão de Jesus

内務大臣 Taur Matan Ruak（PLP）
　内務副大臣 António Armindo（KHUNTO）
石油鉱物大臣
 Víctor da Conceição Soares（FRETILIN）

職業訓練雇用庁長官
 Alarico de Rosário（KHUNTO）
協同組合庁長官 Elizário Ferreira（FRETILIN）
環境庁長官
 Demétrio de Amaral de Carvalho（PLP）
社会コミュニケーション庁長官
 Merício Juvenal dos Reis ‘Akara’ （PLP）
土地不動産庁長官
 Eldino Rodrigues dos Santos（KHUNTO）
青年スポーツ庁長官
 Abrão Saldanha（FRETILIN）
芸術文化庁長官 Teófilo Caldas（KHUNTO）
民族解放闘士担当庁長官
 Júlio da Conceição “Loro Mesak” （KHUNTO）
農業水産業庁長官 Elídio de Araújo

市民保護庁長官
 Joaquim José Gusmão dos Reis Martins（KHUNTO）
平等インクルージョン庁長官
 Maria do Rosário Fátima Correia（PLP）
　
　 3 　その他要人名簿
国会議長 

 Aniceto Longuinhos Guterres Lopes（FRETILIN）
上級司法委員会委員長 Deolindo dos Santos

上訴（最高）裁判所長官 Deolindo dos Santos

最高検察庁長官 Alfonso Lopes

国軍司令官 Lere Anan Timur

中央銀行総裁 Abraão de Vasconcelos

反汚職委員会委員長 Sérgio da Costa Hornai

人権と正義オンブズマン（PDHJ）
 Jesuina Maria Ferreira Gomes

海洋境界局長・主任交渉官
 Kay Rala Xanana Gusmão

（注）　カッコ内は政党名略称。FRETILIN＝
ティモール・レステ独立革命戦線，PLP＝民
衆解放党，KHUNTO＝ティモール国民統一党，
PD＝民主党。
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主要統計 ティモール・レステ　2022年

　 1　基礎統計（2017～2021年）
2017 2018 2019 2020 2021

人 口（1,000人） 1,243 1,268 1,293 1,318 1,321 
人 口 成 長 率（％） 2.0 2.0 2.0 2.0 1.6 
求 職 登 録 者（人） 1,953 7,013 8,190 － －
公 務 員 数（人） 34,211 34,017 33,328 － －
消費者物価上昇率（％）（年平均値） 0.2 0.9 0.8 0.5 3.8
（注）　求職登録者数については各年第 1 ～第 ₄ 四半期の延べ人数。
（出所）　General Directorate of Statistics, Timor-Leste National Accounts 2002-2021，および2017～2019年の求

職登録者数と公務員数は General Directorate of Statistics, Timor-Leste in Figures 2019 （数値はすべて出所の
ママ）。2021年の人口と人口成長率のみ，世銀（https://data.worldbank.org/country/timor-leste?display=graph）。

　 2　支出別国民総所得（名目価格） （単位：100万ドル）
2017 2018 2019 2020 2021

最 終 消 費 支 出 1,884.0 1,922.4 2,055.1 2,030.8 2,098.3 
民 間 部 門 976.6 1,011.0 1,064.7 1,041.0 1,042.4 
非 営 利 団 体（NPISH） 33.8 31.4 33.6 31.9 31.5 
政 府 部 門 873.6 879.9 956.8 957.9 1,024.4 

総 資 本 形 成 564.6 558.8 544.2 373.8 523.1 
総 固 定 資 本 形 成 522.0 512.1 465.0 314.0 514.8 
在 庫 変 動 42.4 46.4 78.9 59.5 8.0 

財 ・ サ ー ビ ス 輸 出 38.2 45.6 433.4 793.0 2,313.5 
財 ・ サ ー ビ ス 輸 入 891.1 963.0 1,004.1 1,039.2 1,313.7 
国 内 総 生 産（GDP） 1,595.7 1,563.9 2,028.6 2,158.4 3,621.2 
海 外 か ら の 純 受 取 所 得 672.8 679.8 698.7 228.4 -1,733.0 
国 民 総 所 得（GNI） 2,268.5 2,243.7 2,727.3 2,386.8 1,888.2
（注）　統計誤差を除く。
（出所）　General Directorate of Statistics, Timor-Leste National Accounts 2002-2021.

　 3　産業別国内総生産（実質価格：201₅年基準） （単位：100万ドル）
2017 2018 2019 2020 2021

農 林 水 産 業 271.5 279.3 286.2 287.8 303.6
鉱 業 ・ 採 石 業 1.6 1.5 339.1 1097.0 1193.0 
製 造 業 等 25.9 26.3 36.4 32.0 26.5
建 設 業 203.5 215.4 217.0 164.0 146.5
卸小売・運輸・倉庫・宿泊・飲食業 288.5 260.7 283.2 238.7 230.9
情 報 通 信 業 40.0 41.5 55.8 61.9 49.3
金 融 ・ 保 険 業 23.6 21.6 31.0 24.7 20.7
不 動 産 業 195.6 189.6 192.1 190.3 194.4
専門・科学技術・業務支援サービス業 50.1 41.2 36.1 16.5 40.3
公務・国防・教育・保健衛生・社会事業 442.2 471.3 442.3 444.3 484.5
そ の 他 の サ ー ビ ス 59.8 50.6 49.3 34.8 53.6
国 内 総 生 産（GDP） 1,598.0 1,587.0 1,960.1 2,585.7 2,722.5
Ｇ Ｄ Ｐ 成 長 率（％） -3.1 -0.7 23.5 31.9 5.3
（注）　製造業には電気・ガス・水道・廃棄物処理業を含む。生産・輸入品に課される税や統計誤差を

除く。なお，海洋境界画定に関する条約の締結日（2019年 ₈ 月30日）以降，石油部門が国民経済計算
に計上され，鉱業・採石業の項目に原油・天然ガスの採取が計上された。石油部門は2019年 ₉ 月か
らの計上のため，2019年の石油部門は ₄ カ月分のみ計上，2020年は12カ月分計上。

（出所）　表 2 に同じ。
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4　国・地域別貿易 （単位：1000ドル）
2020 2021

輸出 輸入 輸出 輸入
（％） （％） （％） （％）

オーストラリア 1,084 0.2 13,122 2.4 1,009 0.2 13,004 2.2 
ブ ラ ジ ル 0 0.0 12,230 2.3 0 0.0 12,230 2.1 
カ ナ ダ 7,269 1.5 0.0 7,268 1.6 34 0.0 
ド イ ツ 4,943 1.0 977 0.2 4,944 1.1 977 0.2 
香 港 8 0.0 10,220 1.9 8 0.0 10,221 1.7 
イ ン ド 0 0.0 24,420 4.5 0 0.0 24,420 4.2 
イ ン ド ネ シ ア 2,190 0.5 191,969 35.4 2,247 0.5 194,422 33.1 
日 本 119,879 25.2 6,578 1.2 121,036 26.4 6,552 1.1 
マ レ ー シ ア 47 0.0 23,218 4.3 40 0.0 23,798 4.0 
中 国 108,911 22.9 72,790 13.4 108,971 23.8 111,544 19.0 
ポ ル ト ガ ル 943 0.2 3,950 0.7 942 0.2 3,853 0.7 
韓 国 42,508 8.9 719 0.1 42,508 9.3 970 0.2 
シ ン ガ ポ ー ル 129,090 27.1 71,907 13.3 129,016 28.2 72,114 12.3 
台 湾 54 0.0 49,604 9.1 54 0.0 43,315 7.4 
タ イ 30,533 6.4 7,422 1.4 30,532 6.7 7,425 1.3 
アラブ首長国連邦 0 0.0 817 0.2 0 0.0 1,182 0.2 
ア メ リ カ 9,417 2.0 11,182 2.1 9,341 2.0 10,255 1.7 
ベ ト ナ ム 19 0.0 25,293 4.7 19 0.0 25,293 4.3 
そ の ほ か 19,604 4.1 15,902 2.9 304 0.1 26,036 4.4 
合 計 476,262 542,320 458,239 587,645
（ 出 所 ）　General Directorate of Statistics, External Trade Statistics: Annual Report 2020 お よ び General 

Directorate of Statistics, External Trade Statistics: Monthly Report 2021 （January-December） より作成。昨
年度動向年報より再掲。

　 5　石油基金運営状況（201₈～2022年） （単位：100万ドル）
2018 2019 2020 2021 2022

税 収・ ロ イ ヤ ル テ ィ 510 756 326 719 1,106 
国 庫 移 転 -983 -969 -886 -1,148 -1,404 
石 油 基 金 運 用 益 -460 2,101 1,773 1,089 -2,025 
石 油 基 金 積 立（12月末時点） 15,804 17,692 18,905 19,650 17,414
（出所）　2018～2020年は Ministry of Finance, Petroleum Fund Annual Report 2019, 2020 各号。2021～2022

年は Petroleum Fund Quarterly Report （March, June, September, December 2021/2022）より計算。なお，
2018年には上記のほか税還付のため6330万ドルの引き出しが行われている。
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6　政府予算活動（2017～2021年） （単位：100万ドル）
財政年度 2017 2018 2019 2020 2021

総 支 出（借入含む） 1,194.7 1,195.5 1,243.8 1,156.0 2,030.3 
総 支 出（借入含まず） 1,164.6 1,156.3 1,194.0 1,125.9 1,959.6 

経 常 支 出 931.3 812.4 922.6 972.2 1,539.4 
賃 金 ・ 給 与 197.2 197.2 203.0 206.4 229.7 
財 ・ サ ー ビ ス 328.4 302.7 380.4 376.9 613.0 
経 常 移 転 405.8 312.5 339.3 388.8 696.7 

資 本 支 出 263.3 383.1 314.6 44.1 393.2 
資 本 ・ 開 発 250.2 375.3 286.8 35.2 338.1 
小 規 模 資 本 13.1 7.8 27.8 8.9 55.1 

国 内 収 入 189.6 190.8 198.6 182.4 190.6 
石 油 基 金 引 出（ESI） 481.6 550.4 529.0 544.4 547.9 
石油基金引出（ESI超過分） 597.1 432.1 440.0 342.0 829.7 
現 金 残 高 利 用 -103.7 -16.9 33.4 47.1 382.3 
借 入 30.1 39.2 49.8 30.1 70.7

（注）　ESI とは基金持続収益（Estimated Sustainable Income）のこと。石油基金の積立金と将来的な石油
収入の現在価値を合計した石油資産の ₃ ％を ESI と呼び，石油基金を長期で維持するために目標と
すべき引き出し上限としている。また、2021年のみ修正済予算の数値。

（出所）　2017年は República Democrática de Timor-Leste, Final State Budget 2019: Budget Overview Book 1。
2018年 は Final State Budget 2020: Budget Overview Book 1。2019年 は Final State Budget 2021: Budget 
Overview Book 1。 2020～2021年は Final State Budget 2022: Budget Overview Book 1。

7 　国際収支（2017～2021年）� （単位：100万ドル）
2017 2018 2019 2020 2021

経 常 収 支 -339.1 -191.1 134.0 -308.0 1,022.3 
貿 易・ サ ー ビ ス 収 支 -1,012.9 -937.9 -922.0 -785.3 792.9 

貿 易 収 支 -664.5 -588.6 -566.5 -509.9 1,487.7 
サ ー ビ ス 収 支 -348.4 -349.3 -355.5 -275.4 -694.7 

第 一 次 所 得 収 支 734.5 842.6 1,126.5 620.2 223.0 
第 二 次 所 得 収 支 -60.7 -95.9 -70.5 -142.9 6.5 
資 本 移 転 等 収 支 34.0 51.6 25.8 12.4 12.7 
金 融 収 支 -474.6 -236.7 -1,184.2 -285.4 -4.7 

直 接 投 資 -6.7 -47.9 -724.6 -72.4 -68.8 
証 券 投 資 -340.4 -180.7 -489.7 -258.3 216.9 
そ の 他 投 資 -127.5 -8.0 30.1 45.3 -152.7 

誤 差 脱 漏 93.3 32.6 -1,361.6 10.0 -1,249.1 
外 貨 準 備 増 減 -262.9 -129.7 17.6 0.1 209.3
（注）　IMF 国際収支マニュアル第 ₆ 版に基づく。したがって，金融収支の符号は（－）は資本流入，（＋）

は資本流出を意味する。
（出所）　IMF（https://data.imf.org/regular.aspx?key=62805740）。


